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担当部署: 都市政策部 都市戦略室 建築住宅課  

処分の概要 都市再生特別地区における日影規制の例外許可(第56条の2の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
建築基準法 第60条の2第6項 

法 令 番 号 昭和25年法律第201号 

【根拠条文】 

 (日影による中高層の建築物の高さの制限) 

第56条の2 別表第4(い)欄の各項に掲げる地域又は区域の全部又は一部で地方公共団体の条

例で指定する区域(以下この条において「対象区域」という。)内にある同表(ろ)欄の当該各

項(4の項にあつては、同項イ又はロのうちから地方公共団体がその地方の気候及び風土、当

該区域の土地利用の状況等を勘案して条例で指定するもの)に掲げる建築物は、冬至日の真

太陽時による午前8時から午後4時まで(道の区域内にあつては、午前9時から午後3時まで)

の間において、それぞれ、同表(は)欄の各項(4の項にあつては、同項イ又はロ)に掲げる平

均地盤面からの高さ(2の項及び3の項にあつては、当該各項に掲げる平均地盤面からの高さ

のうちから地方公共団体が当該区域の土地利用の状況等を勘案して条例で指定するもの)

の水平面(対象区域外の部分、高層住居誘導地区内の部分、都市再生特別地区内の部分及び

当該建築物の敷地内の部分を除く。)に、敷地境界線からの水平距離が5メートルを超える範

囲において、同表(に)欄の(1)、(2)又は(3)の号(同表の3の項にあつては、(1)又は(2)の号)

のうちから地方公共団体がその地方の気候及び風土、土地利用の状況等を勘案して条例で

指定する号に掲げる時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければな

らない。ただし、特定行政庁が土地の状況等により周囲の居住環境を害するおそれがないと

認めて建築審査会の同意を得て許可した場合又は当該許可を受けた建築物を周囲の居住環

境を害するおそれがないものとして政令で定める位置及び規模の範囲内において増築し、

改築し、若しくは移転する場合においては、この限りでない。 

 

 (都市再生特別地区) 

第60条の2 

6 都市再生特別地区内の建築物については、第56条の2第1項に規定する対象区域外にある建

築物とみなして、同条の規定を適用する。この場合における同条第4項の規定の適用につい

ては、同項中「対象区域内の土地」とあるのは、「対象区域(都市再生特別地区を除く。)内

の土地」とする。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

標準処理期間 60日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和5年4月1日 


